
様式第 3号

那覇港管理組合公告第 18号

簡易公募型 プロポーザル方式に係る手続開始の公告

地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 234条第 1項の規定により、次のとおり企画提案書の提

出を公募 します。

令和 4年 4月 19日

(契約担当者)那覇港管理組合管理者  玉 城 康

1 業務概要

(1)業務名 那覇港輸送効率化支援事業等検討業務 (R4)

(2)履行場所 那覇港地内

(3)業務内容

業務内容は以下を予定している。なお、実施内容、頻度については変更する場合がある。

1)計画準備、協議・報告

2)那覇港輸送効率化支援事業の運営

3)那覇港輸出貨物増大促進事業 (荷主対象)の運営

4)モニタリングの実施

5)事後確認の実施

6)成果の取 りまとめ、効果の検証、課題の把握

7)支援内容の効果検証及び見直しの検討            I
8)今後の取組方針のとりまとめ

9)報告書の作成

(4)履行期間 契約締結 日の翌日から令和 5年 3月 31日 まで

(5)契約限度額 17,314,000円 (税込)以下で契約を行 う。

(6)本業務は、受注者を特定する場合において、公募により参加説明書や、当該業務に係る実

施体制、実施方針、企画提案等に関する提案書 (以下「企画提案書」という。)の提出求め、内

容が業務の履行に最も適した者を受注者とするプロポーザル方式の業務である。

2 参加資格

参加表明書、企画提案書を提出しようとする者は、次に掲げる資格等を満たしていること。

(1)参加者に共通 して求める要件 (共同企業体にあつては、全ての構成員が該当する。)

ア 地方自治法施行令 (昭和 22年政令第 16号)第 167条の 4の規定に該当していないこと。

イ 会社更生法 (平成 14年法律第 154号)に基づく更生手続開始の申立てをした者にあつて

は更生計画の認可がされていない者又は民事再生法 (平成 11年法律第 225.号 )に基づく再

生手続開始の申立てをした者にあつては再生計画の認可がなされていない者ではないこと。

ウ 参加表明書等の提出期限の最終日から特定日までの期間において、那覇港管理組合の工事
1等

契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止がなされていないこと。

工 参加 しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

(ア)資本関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又

は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

a 親会社 と子会社の関係にある場合

b 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

(イ )人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、aについては、会社の一方が更生会社

又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

a 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

1



b 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

(ウ )その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

その他上記(ア)又は(イ )と 同視 しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

オ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者又はこれに準じるものとして那覇港

管理組合発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続 している者でないこと。

力 実施方針及び特定テーマが適正であること。

キ 当該業務の見積額が契約限度額であること。

ク 経営状態が著しく不健全であると認められるものでないこと。

(2)共同企業体の結成にあたつての要件

参加は単体に限らず共同企業体でも可とする。この場合の要件は以下のとお りとする。

ア 共同企業体を代表する事業者が参加手続きを行 うこと。

イ 2社共同企業体とする。

ウ 自主結成方式とする。

工 当該業務に関し、 2つ以上の共同企業体の構成員となることはできない。

オ 代表構成員は構成員のうち最大の履行能力を有し、かつ最大の出資割合の者でなければな

らないき

力 構成員のうち最小の出資者の出資割合は、30%以上でなければならない。

キ 共同企業体の協定書は、参加説明書と同時に配布する所定様式 (共同企業体協定書)によ

るものであること。

(3)参加表明者 (単体応募)の実績及び業務管理責任者の要件

ア 企業に関する要件

(ア)沖縄県内に本店、支店 (社)または営業所等を置く者であること。

(イ )2(3)イ とウに挙げる基準を満たす業務管理責任者及び担当者を当該委託業務に配置

ができること。

(ウ)同種又は類似業務の実績

下記に示される同種業務又は類似業務について、平成 24年度以降から公告日までに完

了した業務 (再委託による業務の実績は含まないc)において、企業単体もしくは共同企

業体の代表構成員として、実施 した業務 1件以上の実績を有さなければならない。

a同種業務 :沖縄県内における外貿貨物の物流に関する取組または業務

b類似業務 :日 本国内における物流に関する取組または業務

イ 配置予定担当者の業務実績に関する要件

(ア)業務管理責任者

業務管理責任者は、平成 24年度以降から公告日までに完了した業務において、下記 a

若 しくは bの実績を 1件以上有すること。ただし、再委託による業務及び担当者として

従事した業務は除く。職務上従事した立場は業務管理責任者又は担当者とする。

a同種業務 :沖縄県内における外貿貨物の物流に関する取組または業務

b類似業務 :日 本国内における物流に関する取組または業務

なお、予定業務管理責任者が、評価姑象期間に、産前体業、産後体業、育児休業、介護

休業を取得 していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加える

ことができる。

出産・育児等とは、次のとお り。

・産前産後休業 (労働基準法 (昭和 22年法律第 49号)第 65条第 1項又は第 2項の

規定による休業)。

・育児休業 (育児休業、介護体業等育児又は家族介護を行 う労働者の福祉に関する法

律 (平成 3年法律第 76号)第 2条第 1号に規定する休業)及び介護休業 (同条第

2号に規定する休業)をい う。

(イ )担当者

(ア)の業務管理責任者の業務実績に関する要件と同じ。但 し、職務上従事 した立場は

担当者も認める。

ウ 配置予定業務管理責任者の手持ち業務量に関する要件
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業務管理責任者は、全ての手持ち業務の契約金額が 4億円未満かつ手持ち業務の件数が 10

件未満である者 とする。ただし、契約金額が、1,000万 円を超える業務で、業務管理責任者が

低入札調査基準価格以下で契約 した業務を担当している場合は、手持ち業務の契約金額が 2

億円未満かつ手持ち業務の件数が 5件未満 とする。

※手持ち業務量とは、公告日の前日 (特定後未契約のものも含む)において業務管理責任

者及び担当者 となっている 500万円以上の他の業務をいう。

なお、新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言等に基づいて業務の一時中止措置

等を行つたことにより完了が令和 3年度から令和 4年度に変更となつた業務については、

令和 3年度の入札公告における手持ち業務とみなさない。

(4)参加表明者 (共同企業体応募 代表構成員)の実績及び業務管理責任者等の要件

ア 代表構成員に関する要件

(ア)沖縄県内に本店、支店 (社)または営業所等を置く者であること。

(イ )2(3)イ とウに挙げる基準を満たす業務管理責任者及び担当者を当該委託業務に配

置できること。

(ウ )同種又は類似業務の実績

下記に示される同種業務又は類似業務について、平成 24年度以降から公告日までに完

了した業務 (再委託による業務の実績は含まない。)において、企業単体もしくは共同企

業体の代表構成員として、実施 した業務 1件以上の実績を有さなければならない。

a同種業務 :沖縄県内における外貿貨物の物流に関する取組または業務

b類似業務 :日 本国内における物流に関する取組または業務

イ 配置予定担当者の業務実績に関する要件

(ア )業務管理責任者

業務管理責任者は、平成 24年度以降から公告 日までに完了した業務において、下記 a

若 しくは bの実績を 1件以上有すること。ただし、再委託による業務及び担当者として

従事した業務は除く。職務上従事した立場は業務管理責任者又は担当者 とする。

a同種業務 :沖縄県内における外貿貨物の物流に関する取組または業務

b類似業務 :日 本国内における物流に関する取組または業務

なお、予定業務管理責任者が、評価封象期間に、産前休業、産後休業、育児休業、介護

体業を取得 していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加える

ことができる。

出産・育児等とは、次のとお り。
。産前産後休業 (労働基準法 (昭和 22年法律第 49号)第 65条第 1項又は第 2項の

規定による体業)。

・育児体業 (育児体業、介護休業等育児又は家族介護を行 う労働者の福祉に関する法

律 (平成 3年法律第 76号)第 2条第 1号に規定する体業)及び介護休業 (同条第

2号に規定する体業)をい う。

(イ )担当者

(ア)の業務管理責任者の業務実績に関する要件と同じ。但し、職務上従事した立場は

担当者も認める。

ウ 配置予定業務管理責任者の手持ち業務量に関する要件

業務管理責任者は、全ての手持ち業務の契約金額が 4億円未満かつ手持ち業務の件数が 10

件未満である者 とする。ただし、契約金額が、1,000万 円を超える業務で、業務管理責任者が

低入札調査基準価格以下で契約 した業務を担当している場合は、手持ち業務の契約金額が 2

億円未満かつ手持ち業務の件数が 5件未満 とする。

※手持ち業務量とは、公告 日の前日 (特定後未契約のものも含む)において業務管理責任

者及び担当者 となつている 500万円以上の他の業務をいう。

なお、新型ヨロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言等に基づいて業務の一時中止措置

等を行ちたことにより完了が令和 3年度から令和 4年度に変更となった業務については、

令和 3年度の入札公告における手持ち業務 とみなさない。

3



(5)代表構成員以外の構成員に関する要件

ア 沖縄県内に本店を置く者であること。       イ

イ 同種又は類似業務の実績

下記に示される同種業務又は類似業務について、平成 24年度以降から公告日までに完了

した業務 (再委託による業務の実績は含まない。)において、企業単体もしくは共同企業体構

成員 として、 1件以上有さなければならない。

(ア)同種業務 :沖縄県内における外貿貨物の物流に関する取組または業務

(イ )類似業務 :日 本国内における物流に関する取組または業務

3 企画提案書提出者の選定について

本プロポーザル方式では企画提案書を広く募集するため、提出者の選定は行わない。

4 受注者の特定に関する事項

(1)評価の方法

算出方法は、以下のとお りとする。

ア 評価値の算出方法

評価値=企画評価点

イ 企画評価点の算出方法

企画提案書の内容に応 じ、下記 (ア)、 (イ )、 (ウ)の評価項目毎に評価を行い、企画評価点を

与える。

(ア )配置予定担当者の経験

(イ )実施方針等

(ウ )特定テーマに対する企画提案

(2)受注者の決定方法

受注者の決定は、 (1)に よつて算出された評価値の最も高い者を受注候補者 とする。

なお、評価値の最も高い者が 2人以上あるときは、当該者にくじを引かせて受注候補者

を選定する。

受注者は、受注候補者を審査会等の審議を経て、決定する。その結果は企画提案書を提

出したもの全員に通知する。

5 各種手続き等

(1)参加説明書、企画提案仕様書の交付期間、交付方法等

ア交付期間 令和 4年 4月 19日 (火)か ら

イ交付方法 那覇港管理組合ホームページ上に公表する。

ウ問い合わせ先 〒900‐0035 那覇市通堂町 2‐ 1

那覇港管理組合 企画建設部 みなと振興課

電話番号 098-868-2582
(2)参加表明書の提出等

参加を希望するものは、下記により参加表明書を提出するものとする。

ア 参加表明書の提出期間、提出場所及び方法等

(ア)期間 令和 4年 4月 19日 (火)か ら令和 4年 5月 16日 (月 )まで

午前 9時から正午、年後 1時から午後 5時まで(上、日、祝 日を除く)

(イ )提出方法等 参加説明書による

(3)企画提案書の提出等

企画提案書の提出方法は、次のとお りとする。

ア 企画提案書の提出期間等

(ア)期間 令和 4年 4月 19日 (火)か ら令和 4年 5月 16日 (月 )まで

午前 9時から正午、年後 1時から午後 5時まで(土、日、祝 日を除く)

(イ )提出方法等 参加説明書による

イ 企画提案書のとアジング
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(ア)期間 企画提案書提出期限の日から 10日 以内 (休 日除く)

(イ )方法等 参加説明書による

※ただし、新型コロナウイルス感染拡大防止の為、対面でのヒアリング等を行わない場合、録

音 しないことを前提に電話やWEBに よるlW会議などにより提案書の内容を確認する場合

があるので留意すること。

(4)受注者の決定 日

受注者の決定は、下記の日時までには決定する予定である。

なお、企画提案書を提出した者には、4(2)よ り通知する。

ア 日時 令和 4年 5月 30日 (月 )(予定)

※一定水準を満たした提案が無い場合、該当無しとする場合がある。

6その他

(1)契約保証金

契約を結ぼうとする者は、那覇港管理組合契約規則第 4条及び契約書の定めるところによ

り、契約保証金は免除とする。                         '
(2)参加資格の喪失                         ・

本公告に示 した参加資格のない者の評価又は参加表明書、企画提案書及びその他提出資料

に虚偽の記載をした者の評価は無効とするとともに、指名停止を行 うことがある。

なお、企画提案書の提出後、指名停止措置を受け受注者の決定時において指名停止期間中

である者の評価も無効 とする。

(3)参加表明書又は企画提案書の提出期限後において、原則 として参加表明書及び企画提案書

に記載された内容の変更を認めない。

(4)配置予定担当者の確認

ア 参加表明書に記載 した配置予定担当者は、原則 として変更できない。但 し、病休、死亡、

退職等のやむをえない理由により変更を行 う場合には、同等以上の者であるとの発注者の

了解を得なければならない。

イ 受注者の決定後、TECRIS等により配置予定担当者の専任制 (手持ち業務量)違反の事実

が確認された場合、契約を結ばないことがある。

(5)問 い合わせ先一覧

ア 契約関係 〒900‐0035 刃【覇市通堂町 2‐ 1

那覇港管理組合 企画建設部 みなと振興課

電話番号 098-868-2582
イ 応募調書資料関係 :ア と同じ。

ウ 設計図書関係 :ア と同じ。

(6)詳細は参加説明書による。
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